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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期
第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

営業収益 （千円） 52,312,162 54,210,943 69,197,806

経常利益 （千円） 1,478,107 1,498,432 1,815,776

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,115,795 1,008,384 1,331,066

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,306,015 1,059,293 1,446,814

純資産額 （千円） 16,574,864 17,626,537 16,717,058

総資産額 （千円） 33,709,624 35,321,826 32,169,616

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 111.76 101.00 133.32

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.17 49.90 51.97

 

回次
第70期
第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 42.84 47.59

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益は、売上高及び営業収入の合計であります。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、活動制限の緩和されたウィズコロナの時代となり、景気は緩や

かに持ち直しているものの、ウクライナ情勢によるエネルギー価格・原材料価格の上昇や世界的な金融引き締めに

よる急速な円安等、依然として先行きの見え難い状況で推移しております。

当小売業界におきましては、消費者の物価上昇に対する「生活防衛志向」、同業態・異業態をはじめｅコマース

も含めた「競争の激化」、或いは「人口減少・高齢化」に伴う「可処分所得の減少」、人手不足や最低賃金の上昇

による「人件費の高騰」、エネルギー価格の大幅な上昇（水道光熱費等）による「店舗運営コストの増加」など、

依然として厳しい経営環境にあります。

このような状況の中、当社グループは、お客様の「毎日の生活」を、より豊かに、楽しく、健康で、快適にす

る、「より良い商品」を、「安心の価格（価値価格の安さ）」と「温かいサービス」でご提供し、社会に貢献す

る、「働き易い、高収益企業」になるという中長期基本方針の実現のため、中長期経営改革プロジェクト『ＭＡＰ

３』（Makiya-group Advancing Profit 3）を編成し、経営改革目標数値の達成のために、①「作業改善」と「働

き方」改革の推進、②品揃え・品質・価格・売り方・サービスの磨き上げ、③「ファーストチョイス」の推奨販

売、④「欠品」撲滅・フェイスＵＰ・ボリューム陳列、⑤「ロス額」削減と「仕入コスト」の改善を全力で推進

し、経営基盤の強化と企業価値の向上に取り組んでおります。

「ロス額」の削減におきましては、食品等の「消費期限値引きや廃棄」等の削減に積極的に取り組んでおり、ロ

ス額は前年同期比で15.1％の削減を図っております。

当第３四半期連結会計期間においては、順次導入を進めているセミセルフレジを、エスポット藤枝店に導入し、

導入店舗は計５店舗となりました。

また、高騰する水道光熱費の対策や、再生エネルギーの活用として、一部の店舗において太陽光パネルの設置の

施行を開始し、うち２店舗を稼働するとともに、冷凍冷蔵ケースのＬＥＤ照明化等も推進しております。

電子マネー（マキヤプリカ）機能付きの「マキヤポイントカード」につきましては、８月にLINEミニアプリ版を

リリースし、デジタルネイティブ世代の新規会員の加入や、アプリ会員様への販促企画により、マキヤプリカの利

用促進に寄与しております。また、お会計のレシートを電子レシートで受け取ることができる「スマートレシー

ト」機能の利用者を増やすことにより、紙レシート発行によるコストの削減と環境資源の消費低減にも取り組んで

おります。

なお、当第３四半期連結会計期間の店舗政策につきましては、以下のとおりであります。

区　　分 店　　舗　　名 年　月 備　　　考

改　　装
エスポット藤枝店

（静岡県藤枝市）
2022年11月 売場最新化

 
以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、営業収益は54,210百万円（前年同期比3.6％増）、営業利益

は1,357百万円（前年同期比1.5％減）、経常利益は1,498百万円（前年同期比1.4％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は1,008百万円（前年同期比9.6％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①小売業

営業収益は53,884百万円（前年同期比3.7％増）となりました。「フード（食品）」部門につきましては、「エ

スポット（フード）」、「ポテト・マミー」、「業務スーパー」の全ての業態で好調に推移し、生鮮食品、日配食

品、加工食品はいずれも前年同期を上回り、前年同期比4.7％増となりました。「ノンフード（非食品）」部門に

つきましては、ＨＢＣ（ヘルス＆ビューティーケア）商品及びリサイクル事業が前年同期を上回ったものの、前年

同期比0.1％減となりました。

営業利益は1,551百万円（前年同期比1.4％増）となりました。これは売上高の増加に伴い売上総利益額が増加し

たこと等によるものであります。

②不動産賃貸事業

営業収益は326百万円（前年同期比0.0％減）、営業利益は114百万円（前年同期比3.9％減）となりました。
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財政状態の分析は、次のとおりであります。

（資　産）

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は35,321百万円となり、前連結会計年度末と比較して3,152百万円増加

いたしました。

流動資産は11,395百万円となり、前連結会計年度末と比較して3,087百万円増加いたしました。これは、災害リ

スク対策として手許流動性を高める方針としたことにより現金及び預金が2,093百万円増加したほか、売掛金が572

百万円、商品が372百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は23,926百万円となり、前連結会計年度末と比較して64百万円増加いたしました。これは、減価償却等

により無形固定資産が94百万円減少したものの、新規出店及び改装等により有形固定資産が194百万円増加したこ

と等によるものであります。

（負　債）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は17,695百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,242百万円増加

いたしました。

流動負債は12,400百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,908百万円増加いたしました。これは、季節要

因による仕入高の増加により買掛金が1,032百万円増加したほか、短期借入金が432百万円、流動負債その他に含ま

れる未払消費税等が163百万円、契約負債が125百万円増加したこと等によるものであります。

固定負債は5,294百万円となり、前連結会計年度末と比較して334百万円増加いたしました。これは、設備資金等

の年度資金調達により長期借入金が319百万円増加したこと等によるものであります。

（純資産）

純資産は17,626百万円となり、前連結会計年度末と比較して909百万円増加いたしました。これは、利益剰余金

が858百万円増加したこと等によるものであります。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（３）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成

状況を判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 

（５）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第３四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,128,000

計 35,128,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2023年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,540,200 10,540,200
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式。

単元株式数は100株でありま

す。

計 10,540,200 10,540,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 10,540,200 － 1,198,310 － 1,076,340

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 556,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,980,800 99,808 －

単元未満株式 普通株式 2,500 － －

発行済株式総数  10,540,200 － －

総株主の議決権  － 99,808 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式８株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社マキヤ

静岡県沼津市三枚橋字

竹の岬709番地の１
556,900 － 556,900 5.3

計 － 556,900 － 556,900 5.3

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、アーク有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,244,822 3,338,282

売掛金 1,265,341 1,837,598

商品 5,454,845 5,827,281

その他 343,268 392,265

貸倒引当金 △370 △263

流動資産合計 8,307,907 11,395,164

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,007,391 9,239,032

土地 8,011,350 8,011,350

その他（純額） 1,190,256 1,153,061

有形固定資産合計 18,208,998 18,403,444

無形固定資産 1,085,128 990,374

投資その他の資産   

敷金及び保証金 2,957,612 2,941,012

その他 1,609,969 1,591,830

投資その他の資産合計 4,567,582 4,532,843

固定資産合計 23,861,709 23,926,662

資産合計 32,169,616 35,321,826

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,616,543 6,648,711

短期借入金 1,771,258 2,204,138

未払法人税等 311,312 285,011

賞与引当金 150,733 157,739

役員賞与引当金 5,383 4,576

損害賠償引当金 120,000 120,000

その他 2,517,304 2,980,582

流動負債合計 10,492,535 12,400,758

固定負債   

長期借入金 2,457,145 2,776,325

退職給付に係る負債 689,833 618,307

役員退職慰労引当金 107,160 101,640

資産除去債務 612,536 624,492

その他 1,093,346 1,173,764

固定負債合計 4,960,021 5,294,530

負債合計 15,452,557 17,695,288
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  (単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,198,310 1,198,310

資本剰余金 1,083,637 1,083,637

利益剰余金 14,557,367 15,416,002

自己株式 △446,285 △446,350

株主資本合計 16,393,028 17,251,599

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 351,759 391,033

退職給付に係る調整累計額 △27,729 △16,094

その他の包括利益累計額合計 324,029 374,938

純資産合計 16,717,058 17,626,537

負債純資産合計 32,169,616 35,321,826
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 51,825,920 53,724,773

売上原価 39,965,865 41,456,631

売上総利益 11,860,055 12,268,142

営業収入   

不動産賃貸収入 486,241 486,169

営業総利益 12,346,297 12,754,312

販売費及び一般管理費 10,967,923 11,396,405

営業利益 1,378,373 1,357,906

営業外収益   

受取利息 11 17

受取配当金 11,274 12,134

投資有価証券売却益 1,332 15,102

受取手数料 58,119 57,292

リサイクル収入 29,952 33,814

事業譲渡益 － 33,000

その他 32,654 35,236

営業外収益合計 133,344 186,599

営業外費用   

支払利息 13,744 14,369

株主優待費用 12,948 15,186

その他 6,917 16,517

営業外費用合計 33,611 46,073

経常利益 1,478,107 1,498,432

税金等調整前四半期純利益 1,478,107 1,498,432

法人税、住民税及び事業税 191,951 450,845

法人税等調整額 170,360 39,202

法人税等合計 362,311 490,047

四半期純利益 1,115,795 1,008,384

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,115,795 1,008,384
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 1,115,795 1,008,384

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 141,726 39,273

退職給付に係る調整額 48,493 11,635

その他の包括利益合計 190,219 50,908

四半期包括利益 1,306,015 1,059,293

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,306,015 1,059,293

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 945,444千円 962,990千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月７日

取締役会
普通株式 124,792 12.50 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年11月４日

取締役会
普通株式 74,875 7.50 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月６日

取締役会
普通株式 74,875 7.50 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年11月８日

取締役会
普通株式 74,874 7.50 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３小売業

不動産
賃貸事業

計

営業収益（注）１      

物品販売（フード） 40,663,186 － 40,663,186 － 40,663,186

物品販売（ノンフード） 11,162,733 － 11,162,733 － 11,162,733

不動産賃貸等 160,018 326,223 486,241 － 486,241

計 51,985,938 326,223 52,312,162 － 52,312,162

顧客との契約から生じる
収益

51,825,920 － 51,825,920 － 51,825,920

その他の収益 160,018 326,223 486,241 － 486,241

外部顧客への営業収益 51,985,938 326,223 52,312,162 － 52,312,162

セグメント間の内部営業
収益又は振替高

－ － － － －

計 51,985,938 326,223 52,312,162 － 52,312,162

セグメント利益 1,531,312 119,520 1,650,832 △272,459 1,378,373

（注）１．営業収益は、売上高及び営業収入の合計金額であります。なお、四半期連結損益計算書の不動産賃貸

収入のうち、当社店舗の敷地内で営業するテナント等の収入については、「小売業」セグメントに含

めております。

２．セグメント利益の調整額△272,459千円は、その全額が全社費用であります。全社費用は、報告セグ

メントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３小売業

不動産
賃貸事業

計

営業収益（注）１      

物品販売（フード） 42,576,071 － 42,576,071 － 42,576,071

物品販売（ノンフード） 11,148,702 － 11,148,702 － 11,148,702

不動産賃貸等 160,073 326,095 486,169 － 486,169

計 53,884,847 326,095 54,210,943 － 54,210,943

顧客との契約から生じる
収益

53,724,773 － 53,724,773 － 53,724,773

その他の収益 160,073 326,095 486,169 － 486,169

外部顧客への営業収益 53,884,847 326,095 54,210,943 － 54,210,943

セグメント間の内部営業
収益又は振替高

－ － － － －

計 53,884,847 326,095 54,210,943 － 54,210,943

セグメント利益 1,551,991 114,862 1,666,853 △308,946 1,357,906

（注）１．営業収益は、売上高及び営業収入の合計金額であります。なお、四半期連結損益計算書の不動産賃貸

収入のうち、当社店舗の敷地内で営業するテナント等の収入については、「小売業」セグメントに含

めております。

２．セグメント利益の調整額△308,946千円は、その全額が全社費用であります。全社費用は、報告セグ

メントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 111円76銭 101円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千

円）
1,115,795 1,008,384

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（千円）
1,115,795 1,008,384

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,983 9,983

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年11月８日開催の取締役会において、2022年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　74,874千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　７円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2022年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月10日

株式会社マキヤ

取締役会 御中

 

アーク有限責任監査法人

東京オフィス

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松　島　康　治

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山　本　博　生

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキヤ

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月31

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マキヤ及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

その他の事項

会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2022年２月10日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2022年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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